
　貸　　 借　 　対 　　照　 　表　

202１年 3月31日現在 （単位：千円）

（資産の部） （負債の部）

　流　　動　　資　　産 6,700,960   　流　　動　　負　　債　 5,771,965   

75,499   1,745,100   

440,669   2,941,299   

2,385,309   294,396   

58,408   3,100   

17,994   324,712   

3,508,737   168,454   

120,700   232,313   

2,263   15,774   

91,061   4,253   

316   42,560   

　固　　定　　資　　産 31,627,124   　固　　定　　負　　債 23,984,115   

15,473,672   10,622,400   

414,884   

3,056,501   9,710   

288,444   

12,759,804   11,209,787   

14,885   

337,146   1,424,003   

800   

314,576   29,756,081   

21,769   

5,260   （純資産の部）

△5,260   　株　　主　　資　　本 8,572,002   

1,500,000   

7,072,002   

375,000   

6,697,002   

固定資産圧縮積立金 43,070   

別 途 積 立 金 1,090,000   

繰 越 利 益 剰 余 金 5,563,932   

8,572,002   

38,328,084   38,328,084   

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

建 設 仮 勘 定

そ の 他 の 投 資 等

破 産 更 生 債 権

貸 倒 引 当 金

そ の 他 の 固 定 負 債

不 動 産 事 業 固 定 資 産 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

環 境 安 全 対 策 引 当 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

純 資 産 合 計

前 受 収 益

受 入 工 事 負 担 金 等

投 資 有 価 証 券

リ ー ス 債 務

未 収 金

貯 蔵 品 前 受 運 賃

前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

未 払 費 用

短 期 貸 付 金 預 り 金

前 払 金

そ の 他 の 流 動 資 産

未 収 収 益

繰 延 税 金 資 産

鉄 道 事 業 固 定 資 産

そ の 他 の 流 動 負 債

預 り 連 絡 運 賃

リ ー ス 債 務

金　　　額

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

未 収 運 賃 未 払 金

未 収 還 付 法 人 税 等

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目

未 払 消 費 税 等

１



　損　　益　　計　　算　　書　

      2020年 4月 1日から2021年 3月31日まで （単位：千円）

科          目 金　　　　　　　　　　　額

3,966,335   

4,425,328   

△458,992  

810,650   

514,942   

295,708   

△163,284  

10,869   

34,186   45,055   

115,349   

393   115,742   

△233,971  

428,854   

92,425   521,279   

224,338   

521,278   

5,669   751,286   

△463,979  

2,228  

△135,883  △133,655  

△330,323  

固 定 資 産 圧 縮 額

減 損 損 失

営 業 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

国庫補助金等受贈益

工事負担金等受入額

鉄 道 事 業

営 業 収 益

営 業 費

営 業 損 失

不 動 産 事 業

全 事 業 営 業 損 失

営 業 収 益

特 別 利 益

環境安全対策引当金繰入額

支 払 利 息

そ の 他 の 費 用

経 常 損 失

当 期 純 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

２



　　株  主  資  本  等  変  動  計  算  書
　　2020年4月1日から2021年3月31日まで

（単位：千円）

株　　主　　資　　本

利　　　益　　　剰　　　余　　　金

そ の 他 利 益 剰 余 金 株主資本

利益準備金 固 定 資 産 繰 越 利 益 合　　　計
合　　　計

圧縮積立金 剰   余   金 合　　　計

　当期首残高 1,500,000 375,000 45,375 1,090,000 6,041,950 7,552,326 9,052,326 9,052,326

　当期変動額

　　　　剰余金の配当 △ 150,000 △ 150,000 △ 150,000 △ 150,000

　　　　固定資産圧縮積立金の

　　　　取崩

　　　　当期純損失 △ 330,323 △ 330,323 △ 330,323 △ 330,323

　　　　株主資本以外の項目の
　　　　当期変動額（純額）

　当期変動額合計 　　　　　　　- 　　　　　　　- △ 2,305 　　　　　　　- △ 478,018 △ 480,323 △ 480,323 △ 480,323

　当期末残高 1,500,000 375,000 43,070 1,090,000 5,563,932 7,072,002 8,572,002 8,572,002

純  資  産

　　　　　　　-

　　　　　　　-

　　　　　　　-

　　　　　　　- 　　　　　　　-

資　本　金 利益剰余金

別途積立金

△ 2,305 2,305 　　　　　　　-

  3



　　　　個　　　　別　　　　注　　　　記　　　　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　(1) 重要な会計方針

① 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　 その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部純資産直入法により処理

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　 貯蔵品 移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

③ 固定資産の減価償却の方法

　　　 有形固定資産 （リース資産を除く）

　　　　　　 　　　取替法

　　　定率法

　　　定額法

　　　定額法

　なお、1998年度の税制改正により建物の耐用年数の短縮が行われておりますが、改正前の耐用年数を継続し

て適用しております。

　また、2007年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から5年間で

均等償却する方法によっております。

　　　 無形固定資産 （リース資産を除く） 　　　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　　　 リース資産

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

④ 引当金の計上基準

　　　 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　　 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込み額に基づき

計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額及び責任準備金を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　　　 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支払いに備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　　　 環境安全対策引当金

　保管するＰＣＢ廃棄物の処理費用の支出に備えるため、当事業年度末においてその金額を合理的に見積もる

ことができる処理費用については、翌事業年度以降に発生が見込まれる金額を引当計上しております。

⑤ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　鉄道事業における工事負担金等の会計処理

　当社は、鉄道事業において地方公共団体等より工事費の一部として工事負担金等を受けており、工事完成時

に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から直接減額することにしております。

　なお、 損益計算書については、 工事負担金等受入額を特別利益として計上するとともに、固定資産の取得原

価から直接減額した工事負担金等相当額を固定資産圧縮額として特別損失に計上しております。

　　　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

　ただし、控除対象外消費税等は、発生事業年度の費用として処理しております。

鉄 道 事 業 取 替 資 産

鉄 道 事 業 車 両

鉄道事業その他の有形固定資産

不 動 産 事 業 有 形 固 定 資 産
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２．会計上の見積りに関する注記

　　(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　繰延税金資産　314,576千円

　　(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第26号）に従い、事

　業計画により見積られた将来の課税所得等に基づき、繰延税金資産を計上しています。

②当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎としています。なお、新型コロナウイルスの影響を会計上の見積りに反映

　するにあたり、次のような仮定を置いています。

　社会経済活動水準はコロナショック後ゆるやかに回復し、2023年度頃に新型コロナウイルスの影響が一応収束すると想

　定しており、当社の業績は徐々に回復していくと仮定しています。

③翌事業年度の計算書類に与える影響

　課税所得が生じる時期及び金額は、今後の新型コロナウイルスの感染状況に加え、他の将来の不確実な経済状況の

　変動によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合には、回収可能であると

　判断される繰延税金資産の金額が変動し、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記

　　(1) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　　(2) 担保に供している資産及び担保に係る債務

　　担保に供している資産

鉄道事業固定資産 　　（鉄道財団抵当権） 13,182,964千円

　　担保に係る債務

短期借入金 645,100千円

長期借入金 8,822,400千円

計 9,467,500千円

　　(3) 有形固定資産の減価償却累計額 29,361,564千円

　　(4) 事業用固定資産

有形固定資産 17,324,766千円

　　　土　　　 地 2,032,096千円

　　　建　　　 物 4,215,479千円

　　　構　築　物 5,957,872千円

　　　車　　　 両 2,974,198千円

　　　そ　の　他 2,145,120千円

無形固定資産 1,205,407千円

　　(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　 短期金銭債権 7,730千円

　 短期金銭債務 102,725千円

　 長期金銭債務 798,768千円

　　(6) 固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 4,274,303千円
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４．損益計算書に関する注記

　　(1) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

　　(2) 営 業 収 益 4,776,986千円

　　(3) 営   業   費 4,940,270千円

運送営業費及び売上原価 2,559,250千円

販売費及び一般管理費 329,486千円

諸税 260,916千円

減価償却費 1,790,617千円

　　(4) 関係会社との取引高

　　営業取引による取引高

営業収益 58,384千円

営業費 266,485千円

　　営業取引以外の取引による取引高

営業外収益 422千円

資産購入高 325,986千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

　　(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 普 通 株 式 3,000,000株

　　(2) 剰余金の配当に関する事項

　　　配当金支払額

決　　　　　議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

　　2020年6月8日 2020年 2020年

 　 定時株主総会 3月31日 6月9日

　　　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　　次のとおり、決議を予定しております。

決　　　　　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

　　2021年6月10日 2021年 2021年

 　 定時株主総会 3月31日 6月11日

６．税効果会計に関する注記

　　　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　（繰延税金資産）

退職給付引当金 127,037千円

繰越欠損金 97,514千円

環境安全対策引当金 88,321千円

未収運賃 14,391千円

貯蔵品評価減 4,468千円

役員退職慰労引当金 2,973千円

その他 5,052千円

　　　繰延税金資産小計 339,759千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △6,173千円

　　　繰延税金資産合計 333,585千円

　（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △19,008千円

　　　繰延税金負債合計 △19,008千円

　　　繰延税金資産の純額 314,576千円

50.00円

普通株式 150,000千円 50.00円

普通株式 利益剰余金 150,000千円
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７．金融商品に関する注記

　　(1) 金融商品の状況に関する事項

　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

　　未収運賃及び未収金については、マニュアルに基づき日々管理してリスクの低減を図っております。

　　また、投資有価証券は非上場株式であります。

　　借入金の使途は設備投資資金であり、借入利率は固定金利であります。

　　(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　2021年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表
計上額 (＊)

　① 現金及び預金 75,499 75,499 - 

　② 未収運賃及び未収金 2,825,978 2,825,978 - 

　③ 短期貸付金 3,508,737 3,508,737 - 

　④ 未払金、預り連絡運賃及び預り金 (3,434,467) (3,434,467) - 

　⑤ 短期借入金及び長期借入金 (12,367,500) (12,595,232) 227,732

　　　　　(＊) 負債に計上されているものについては、（　　） で示しております。

　（注 1）　金融商品の時価の算定方法及び有価証券取引に関する事項

　　① 現金及び預金

　　　これらは短期間で決済されるため、当該帳簿価額によっております。

　　② 未収運賃及び未収金

　　　これらは短期間で決済されるため、当該帳簿価額によっております。

　　③ 短期貸付金

　　　これらはキャッシュプールシステムへの預け金であり短期間で決済されるため、当該帳簿価額によっております。

　　④ 未払金、預り連絡運賃及び預り金

　　　これらは短期間で決済されるため、当該帳簿価額によっております。

　　⑤ 短期借入金及び長期借入金

　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

　　　算定する方法によっております。なお、短期借入金は一年内返済予定の長期借入金であります。

　（注 2）　

　　　預り敷金（その他の固定負債、貸借対照表計上額 618,484千円）については、返済日が確定しておらず、かつ、

　　　将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含め

　　　ておりません。

８．賃貸等不動産に関する注記

　　(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　　当社は、大阪府豊中市及び吹田市において、主に賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しております。

　　(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

3,037,888 5,071,595

　（注 1）　　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　（注 2）　　当事業年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

　　　　　　　 ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に重要

　　　　　　 　な変動が生じていないため、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

貸借対照表計上額 時　　　　　　　　価

時価 (＊) 差　　額
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９．関連当事者との取引に関する注記

　　(1) 親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

　議決権等の所有 関連当事者
　（被所有）割合 との関係

　親会社 　阪急阪神ホー  被所有  ・債務被保証  ・日本政策投資銀行
ルディングス㈱ 　　　間接　54.0％ 　借入に対する

　債務被保証 4,419,450 - - 

　親会社 　阪急電鉄㈱  被所有  ・鉄道事業に係る  ・阪急電鉄㈱線内での  未収運賃 24
　　　直接　54.0％   事業の委託・受託 　鉄道施設賃貸等 58,384  未収金 7,705

 ・役員の兼任  その他の

 ・債務被保証 　　流動負債 41,427

 その他の
　　固定負債 798,768

 ・資材購入委託等 15,384  未払金 30,684

 ・線路設備、電気設備  未払費用 30,575

  及び車両の保守業務

　等の委託 242,242

 ・日本政策投資銀行

　借入に対する
　債務被保証 9,274,600 - - 

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注 1）　　委託業務の価格その他の取引条件は、市場実勢（同業他社の事例）を勘案して決定しております。

　（注 2）　　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　（注 3）　　銀行の借入に対して阪急阪神ホールディングス㈱、阪急電鉄㈱及び阪神電気鉄道㈱から連帯債務保証を受けております。
　　　　　　   なお、保証料の支払は行っておりません。

　　(2) 兄弟会社等
（単位：千円）

　議決権等の所有 関連当事者
　（被所有）割合 との関係

　親会社の  阪神電気鉄道㈱  なし  ・債務被保証 ・日本政策投資銀行
　子会社 　借入に対する

　債務被保証 4,419,450 - - 

　親会社の  ㈱阪急阪神フィナン  なし  ・金銭消費貸借  ・ｷｬｯｼｭﾌﾟｰﾙｼｽﾃﾑ 短期貸付金 3,508,737
　子会社  シャルサポート 　　への預け金 預け入れ 6,378,000

　　　　〃　　　　 解約 5,661,000

 ・利息の受取 10,869

 ・利息の支払 12,291

 ・資金の借入 1,600,000 短期借入金 1,100,000

 ・借入金の返済 700,000 長期借入金 1,800,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注 1）　　㈱阪急阪神フィナンシャルサポートに対する預け金については、市場金利を勘案して決定しております。

　（注 2）　　㈱阪急阪神フィナンシャルサポートからの借入金については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間５年の

　　　　　　　 一括返済としております。

　（注 3）　　銀行の借入に対して阪急阪神ホールディングス㈱、阪急電鉄㈱及び阪神電気鉄道㈱から連帯債務保証を受けております。

　　　　　　   なお、保証料の支払は行っておりません。

10．１株当たり情報に関する注記

　　(1)　１株当たり純資産額 2,857円33銭

　　(2)　１株当たり当期純損失 △110円10銭

属　　性 会社等の名称 取引の内容 取引金額 科　　目 期末残高

属　　性 会社等の名称 取引の内容 取引金額 科　　目 期末残高
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